
1 

 

マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインに関するよくあるご質問（FAQ） 新旧対照表 

改訂後 現行 

（略） 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】① 

国によるリスク評価の結果等を勘案しながら（Q1）、自らが提供している

商品・サービスや、取引形態、取引に係る国・地域、顧客の属性等のリス

クを包括的かつ具体的に検証し（Q2）、自らが直面するマネロン・テロ資

金供与リスクを特定すること 

 

（略） 

 

【Ｑ３】 

例えば、NRAにおける「商品・サービスの危険度」の項目に記載のある商

品・サービスを提供する者に対して、サービスを提供している場合、自ら

の直面するリスクを「包括的かつ具体的」に「検証」する場合の留意点に

ついて教えてください。 

【Ａ】 

 NRAにおける「商品・サービスの危険度」の項目に記載のある商品・サ

ービスを提供する者に関する顧客属性としてのリスクの特定・評価につ

いて、NRAに記載されている商品・サービスを提供していることのみをも

って一律に高リスクと判断することなく、NRAに記載の「商品・サービス

の危険度」の記載のうち、「危険度の要因」、「危険度の低減措置」等の記

載等や、実際の顧客の取引等を考慮して、リスクの特定・評価を行う必要

（略）  

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】① 

国によるリスク評価の結果等を勘案しながら（Q1）、自らが提供している

商品・サービスや、取引形態、取引に係る国・地域、顧客の属性等のリス

クを包括的かつ具体的に検証し（Q2）、自らが直面するマネロン・テロ資

金供与リスクを特定すること 

 

（略） 

 

（新設） 
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があるものと考えます。 

 また、こうした顧客の顧客リスク評価を行う場合には、当該顧客のビジ

ネスモデルや取引内容を踏まえ、実施する必要があるものと考えます。 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】② 

包括的かつ具体的な検証に当たっては、自らの営業地域の地理的特性

や、事業環境・経営戦略のあり方等、自らの個別具体的な特性を考慮する

こと 

 

【Ｑ】 

包括的かつ具体的な検証に当たっては「自らの営業地域の地理的特性」、

「事業環境」や「経営戦略」を考慮するとありますが、具体的に何が求め

られているのでしょうか。 

【Ａ】 

「自らの営業地域の地理的特性」については、当該地域の地理的な要素

の特性を意味しています。例えば、自らの営業地域が、貿易が盛んな地域

に所在するといった場合や、反社会的勢力による活発な活動が認められ

る場合、反社会的勢力の本拠が所在している場合に、当該地域のリスクに

関する独自の特性を考慮する必要があると考えます。 

実際に地理的特性を考慮してリスクを検証する際には、例えば、貿易が

盛んな地域に自らの営業地域が存在している場合、貿易や水産物等を取

り扱うなどの取引先が多いと考えられますので、顧客の取扱商品や輸出・

輸入先の把握を通じた経済制裁等への対応等、地域的特性から精緻に検

証し、リスク項目を洗い出すことが必要になるものと考えます。 

 

 

 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】② 

包括的かつ具体的な検証に当たっては、自らの営業地域の地理的特性

や、事業環境・経営戦略のあり方等、自らの個別具体的な特性を考慮する

こと 

 

【Ｑ】 

包括的かつ具体的な検証に当たっては「自らの営業地域の地理的特性」や

「事業環境」を考慮するとありますが、具体的に何が求められているので

しょうか。 

【Ａ】 

「自らの営業地域の地理的特性」については、当該地域の地理的な要素

の特性を意味しています。例えば、自らの営業地域が、貿易が盛んな地域

に所在するといった場合や、反社会的勢力による活発な活動が認められ

る場合、反社会的勢力の本拠が所在している場合に、当該地域の独自の特

性を考慮する必要があると考えます。 

実際に地理的特性を考慮してリスクを検証する際には、例えば、貿易が

盛んな地域に自らの営業地域が存在している場合、貿易や水産物を取り

扱うなどの取引先が多いと考えられますので、取扱商品や輸出・輸入先の

把握を通じた経済制裁等への対応等、地域的特性から精緻に検証し、リス

ク項目を洗い出すことが必要になるものと考えます。 
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「事業環境」については、マネロン・テロ資金供与に関する規制の状

況、競合他社のマネロン・テロ資金供与対策の動向等、自らの事業に関す

る要素を考慮した上で、リスクを検証する必要があると考えます。 

例えば、競合他社が参入する場合（基本的には、自らの競合他社が参入

する場合）には、新たな競合他社の参入により、競争の激化やサービスの

変化、取引量の増減等によるマネロン・テロ資金供与の固有リスクが変化

する可能性があります。したがって、例えば、新たな競合他社の参入によ

り市場全体のマネロン・テロ資金供与に関するリスクが影響を受ける場

合には、新たに検証すべきリスク項目がないかについて、年に１回程度予

定されている定期的なリスク評価書の改訂を待つのではなく、可能な限

り早い段階で洗い出す必要があると考えます。 

なお、顧客が海外との取引を行っている場合、その相手先の国・地域の

マネロン・テロ資金供与リスクも踏まえた顧客リスク評価を行うことが

求められています。 

 「経営戦略」については、収益の倍増、新規顧客の獲得強化、海外の金

融機関の買収等様々なものが考えられますが、自らが経営戦略上の重点

分野として設定した事項について、当該経営戦略を推し進めた場合に、ど

のような形で自らの提供する商品・サービス等がマネロン・テロ資金供与

に利用され得るかといったことを検証する必要があると考えます。 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】③ 

取引に係る国・地域について検証を行うに当たっては、FATF や内外の

当局等から指摘を受けている国・地域も含め、包括的に、直接・間接の取

引可能性を検証し、リスクを把握すること（Q1）（Q2） 

「事業環境」については、マネロン・テロ資金供与に関する規制の状

況、競合他社のマネロン・テロ資金供与対策の動向等、自らの事業に関す

る要素を考慮する必要があると考えます。 

例えば、競合他社が参入する場合（基本的には、自らの競合他社が参入

する場合）には、新たな競合他社の参入により、競争の激化やサービスの

変化、取引量の増減等によるマネロン・テロ資金供与の固有リスクが変化

する可能性があります。したがって、例えば、新たな競合他社の参入によ

り市場全体のマネロン・テロ資金供与に関するリスクが影響を受ける場

合には、新たに検証すべきリスク項目がないかについて、年に１回程度予

定されている定期的なリスク評価書の改訂を待つのではなく、可能な限

り早い段階で洗い出す必要があると考えます。 

なお、顧客が海外との取引を行っている場合、その相手先の国・地域の

マネロン・テロ資金供与リスクも踏まえた顧客リスク評価を行うことが

求められています。 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】③ 

取引に係る国・地域について検証を行うに当たっては、FATF や内外の

当局等から指摘を受けている国・地域も含め、包括的に、直接・間接の取

引可能性を検証し、リスクを把握すること（Q1）（Q2） 
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【Ｑ１】 

「取引に係る国・地域について検証を行うに当たっては（中略）直接・間

接の取引可能性を検証し、リスクを把握すること」とありますが、間接の

取引とは、どのような場合を指しているのでしょうか。 

【Ａ】 

 制裁対象国等ハイリスク国の周辺国・地域と取引を行う場合や、顧客が

行う商取引行為が制裁対象国等ハイリスク国・地域に関連している場合

のほか、例えば、マネロン・テロ資金供与リスクが高いと評価される国・

地域に向けた取引が、マネロン・テロ資金供与リスクが高いと評価されて

いない国・地域を経由して行われる場合等が考えられます。 

また、顧客の所在地が日本である場合においても、当該顧客が、制裁対

象国等ハイリスク国の周辺国・地域において子会社・合弁会社を設立して

いる場合には、当該会社を通じて、経済制裁対象国へ資金が流出する可能

性もあります。 

こうしたマネロン・テロ資金供与リスクについて、金融機関等は、当該

顧客のリスク評価の一要素として、当該顧客の商流のみならず、当該顧客

の子会社・合弁会社の実態等や必要に応じてその取引相手の実態等を把

握することが考えられます。さらには、顧客がこれらの子会社等の実態を

把握しているか、顧客が子会社等に牽制機能を有しているかといった点

を十分把握することが考えられます。 

特に、制裁対象国等ハイリスク国の周辺国・地域に所在する子会社・合

弁会社については、取引相手や取引の商品も含め、これらの点に留意する

必要があると考えますが、いかなる範囲の子会社・合弁会社等について、

いかなる方法により実態を把握するかは、各金融機関等において、リスク

 

【Ｑ１】 

「取引に係る国・地域について検証を行うに当たっては（中略）直接・間

接の取引可能性を検証し、リスクを把握すること」とありますが、間接の

取引とは、どのような場合を指しているのでしょうか。 

【Ａ】 

 制裁対象国等ハイリスク国の周辺国・地域と取引を行う場合や、顧客が

行う商取引行為が制裁対象国等ハイリスク国・地域に関連している場合

のほか、例えば、マネロン・テロ資金供与リスクが高いと評価される国・

地域に向けた取引が、マネロン・テロ資金供与リスクが高いと評価されて

いない国・地域を経由して行われる場合等が考えられます。 

また、顧客の所在地が日本である場合においても、当該顧客が、制裁対

象国等ハイリスク国の周辺国・地域において子会社・合弁会社を設立して

いる場合には、当該会社を通じて、経済制裁対象国へ資金が流出する可能

性もあります。 

こうしたマネロン・テロ資金供与リスクについて、金融機関等は、当該

顧客のリスク評価の一要素として、当該顧客の商流のみならず、当該顧客

の子会社・合弁会社の実態等や必要に応じてその取引相手の実態等を把

握し、顧客がこれらの子会社等に牽制機能を有しているかといった点を

十分把握することが考えられます。 

 

特に、制裁対象国等ハイリスク国の周辺国・地域に所在する子会社・合

弁会社については、取引相手や取引の商品も含め、これらの点に留意する

必要があると考えますが、いかなる範囲の子会社・合弁会社等について、

いかなる方法により実態を把握するかは、各金融機関等において、リスク
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に応じて、個別具体的に判断していただくことが重要であると考えてい

ます。 

例えば、融資等の先はもちろんのこと、そうした先でなくとも、様々な

情報等から、グローバルに業務を展開している可能性のあると判断され

る企業については、状況に応じて、制裁対象国等ハイリスク国の周辺国・

地域に所在する子会社・合弁会社の存在や、子会社・合弁会社と制裁対象

者等との取引の可能性を確認していくといったことが考えられます。 

 

【Ｑ２】 

例えば、自社が貿易業者との取引を主な業務としている場合、当該貿易業

者が取引先としている相手国のマネロン・テロ資金供与リスクまで考慮

する必要はありますか。 

【Ａ】 

 顧客リスク評価において、顧客が海外との取引に関係する業務を行っ

ている場合や海外で業務を行っている場合については、その顧客の業務

に関係する国・地域のマネロン・テロ資金供与リスクを勘案する必要があ

ると考えます。 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】④ 

新たな商品・サービスを取り扱う場合や、新たな技術を活用して行う取引

その他の新たな態様による取引を行う場合には、当該商品・サービス等の

提供前に、当該商品・サービスのリスクの検証、及びその提供に係る提携

先、連携先、委託先、買収先等（Q1）のリスク管理態勢の有効性も含めマ

ネロン・テロ資金供与リスクを検証すること（Q2） 

に応じて、個別具体的に判断していただくことが重要であると考えてい

ます。 

例えば、融資等の先はもちろんのこと、そうした先でなくとも、様々な

情報等から、グローバルに業務を展開している可能性のあると判断され

る企業については、状況に応じて、制裁対象国等ハイリスク国の周辺国・

地域に所在する子会社・合弁会社の存在や、子会社・合併会社と制裁対象

者等との取引の可能性を確認していくといったことが考えられます。 

 

【Ｑ２】 

例えば、自社が貿易業者との取引を主な業務としている場合、当該貿易業

者が取引先としている相手国のマネロン・テロ資金供与リスクまで考慮

する必要はありますか。 

【Ａ】 

 顧客リスク評価において、顧客が海外での業務に関係する業務を行っ

ている場合や海外で業務を行っている場合については、その顧客の業務

に関係する国・地域のマネロン・テロ資金供与リスクを勘案する必要があ

ると考えます。 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】④ 

新たな商品・サービスを取り扱う場合や、新たな技術を活用して行う取引

その他の新たな態様による取引を行う場合には、当該商品・サービス等の

提供前に、当該商品・サービスのリスクの検証、及びその提供に係る提携

先、連携先、委託先、買収先等（Q1）のリスク管理態勢の有効性も含めマ

ネロン・テロ資金供与リスクを検証すること（Q2） 
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【Ｑ１】 

「提携先、連携先、委託先、買収先等のリスク管理態勢の有効性」を検証

する際に留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

金融機関等は、自らの業務・サービス等がマネロン・テロ資金供与に利

用されないよう、リスク評価に基づきリスクベースで管理態勢を整備す

る義務を負います。こうした自らの提供する商品・サービスへの影響の視

点から、リスクベースの管理の一環として、当該商品・サービスの提供に

係る提携先、連携先、委託先、買収先等（以下「提携先等」といいます。）

のリスク管理態勢の有効性も含めて、マネロン・テロ資金供与リスクを検

証することが求められます。 

 

【Ｑ２】 

「当該商品・サービス等の提供前に（中略）マネロン・テロ資金供与リス

クを検証すること」について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

これまで取扱いがなかった商品・サービス等の提供を開始する場合の

ほか、例えば、国内外の事業を買収することや業務提携等により、新たな

商品・サービスの取扱いが発生する場合、直面するリスクが変化すること

から、営業部門と管理部門とが連携して、事前にマネロン・テロ資金供与

リスクを分析・検証することが求められます。 

これまで取扱いがなかった商品・サービス等の提供を開始する場合と

して、例えば、金融機関等が顧客に対して法人口座に紐づく入金専用の仮

想口座（バーチャル口座）等を提供することを検討している場合に、仮想

 

【Ｑ１】 

「提携先、連携先、委託先、買収先等のリスク管理態勢の有効性」を検証

する際に留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

金融機関等は、自らの業務・サービス等がマネロン・テロ資金供与に利

用されないよう、リスク評価に基づきリスクベースで管理態勢を整備す

る義務を負います。こうした自らの提供する商品・サービスへの影響の視

点から、リスクベースの管理の一貫として、当該商品・サービスの提供に

係る提携先、連携先、委託先、買収先等（以下「提携先等」といいます。）

のリスク管理態勢の有効性も含めて、マネロン・テロ資金供与リスクを検

証することが求められます。 

 

【Ｑ２】 

「当該商品・サービス等の提供前に（中略）マネロン・テロ資金供与リス

クを検証すること」について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

これまで取扱いがなかった商品・サービス等の提供を開始する場合の

ほか、例えば、国内外の事業を買収することや業務提携等により、新たな

商品・サービスの取扱いが発生する場合、直面するリスクが変化すること

から、営業部門と管理部門とが連携して、事前にマネロン・テロ資金供与

リスクを分析・検証することが求められます。 

これまで取扱いがなかった商品・サービス等の提供を開始する場合と

して、例えば、他業態の事業者と提携して、取引時確認業務を当該他業態

の事業者に依拠して新たな商品・サービスを提供する場合に、当該他の事
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口座を利用する事業者等の利用目的等を踏まえ、マネロン・テロ資金供与

リスクを検証することが考えられます。 

なお、顧客が仮想口座を介して実質的に第三者の資金を移転させるよ

うな場合には、当該利用状況を踏まえたリスク低減措置を講ずることが

必要となるものと考えます。 

また、他業態の事業者と提携して新たな商品・サービスを提供する場合

に、例えば、当該他業態の事業者の取引時確認の結果に依拠する場合に

は、当該他の事業者のマネロン・テロ資金供与リスク管理態勢の有効性を

確認することが必要となるものと考えます。さらに、提携先等これらの実

質的支配者を含む必要な関係者を確認し、反社会的勢力でないか、あるい

は制裁対象者でないかといったことを検証することが必要となるものと

考えます。 

このほか、提携先等がどのようなマネロン・テロ資金供与リスクに直面

し、その提携等している業務のリスクに対して、どのようなマネロン・テ

ロ資金供与リスク管理を行っているかを把握し、リスクに応じて継続的

にモニタリングすることが考えられます。 

また、新たな商品・サービス等の提供後に、当該商品・サービス等の内

容の変更等により、事前に分析・検証したものと異なるリスクを検知した

場合には、リスクの見直しを行った上で、見直し後のリスクを低減させる

ための措置を講ずる必要があります。 

 

 

 

当然ながら、提携先等と連携して提供する業務が特定業務（犯収法別表

及び同法施行令第６条）に該当する場合には、特定業務に係る取引を行っ

業者のマネロン・テロ資金供与リスク管理態勢の有効性を確認すること

が考えられます。また、その他にも、例えば、金融機関等が顧客に対して

法人口座に紐づく入金専用の仮想口座（バーチャル口座）等を提供するこ

とを検討している場合に、仮想口座を利用する事業者等の利用目的やマ

ネロン・テロ資金供与リスクを検証することが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、提携先等がどのようなマネロン・テロ資金供与リスクに直面

し、その提携等している業務のリスクに対して、どのようなマネロン・テ

ロ資金供与リスク管理を行っているかを把握し、リスクに応じて継続的

にモニタリングすることが求められます。 

また、新たな商品・サービス等の提供後に、当該商品・サービス等の内

容の変更等により、事前に分析・検証したものと異なるリスクを検知した

場合には、リスクの見直しを行った上で、見直し後のリスクを低減させる

ための措置を講ずる必要があります。 

なお、提携先、連携先、委託先等については、例えば、これらの実質的

支配者を含む必要な関係者を確認し、反社会的勢力でないか、あるいは制

裁対象者でないかといった検証が必要になるものと考えます。 

さらに、当該提携先等と連携して提供する業務が特定業務（犯収法別表

及び同法施行令第６条）に該当する場合には、特定業務に係る取引を行っ
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た場合の取引記録等の作成・保存、疑わしい取引の届出を行う義務があ

り、加えて、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出の措置を的確に実施

するための態勢整備を行う必要があります（犯収法第 11条、同法施行規

則第 32条第１項各号参照。）。  

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】⑤ 

マネロン・テロ資金供与リスクについて、経営陣が、主導性を発揮して

関係する全ての部門の連携・協働を確保した上で、リスクの包括的かつ具

体的な検証を行うこと 

 

【Ｑ１】 

 

（略） 

 

【Ｑ２】  

リスクを特定するための包括的かつ具体的な検証における、第１線及び

第２線の連携・協働の方法に関する留意点を教えてください。 

【Ａ】 

第１線の職員は、顧客の取引先や顧客の商流等の情報、商品・サービス

の利用実態等に精通していると考えられるため、実務に即して具体的に

リスク項目を特定するためには、商品・サービスや顧客等の実態をよく把

握している第１線が保有している情報を活用することが必要であると考

えられます。  

その方法としては、第２線において、商品・サービスの性質や、顧客の

た場合の取引記録等の作成・保存、疑わしい取引の届出を行う義務があ

り、加えて、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出の措置を的確に実施

するための態勢整備を行う必要があります（犯収法第 11条、同法施行規

則第 32条第１項各号参照。）。 

 

Ⅱ－２（１）リスクの特定 

【対応が求められる事項】⑤ 

マネロン・テロ資金供与リスクについて、経営陣が、主導性を発揮して

関係する全ての部門の連携・協働を確保した上で、リスクの包括的かつ具

体的な検証を行うこと 

 

【Ｑ】 

 

（略） 

 

（新設） 
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属性等、リスクの特定のために必要な情報（非対面性、外国との取引が見

込まれるか、現金の受入の有無、蓄財性、高リスク顧客の利用が見込まれ

るかなど）を整理した上で、該当する性質が、各商品・サービスや顧客に

妥当するか否かなどを 、第１線が精査した上で第２線に還元する方法

や、第１線において自らが取り扱う商品・サービスや顧客属性等の情報を

整理した上で第２線に提供する方法が考えられます。 

なお、これらの役割分担の前提条件として、第２線は、第１線に対し

て、マネロン・テロ資金供与リスクの特定の方法について、商品・サービ

ス、取引形態、国・地域、顧客属性等に即した適切な研修等を実施し、第

１線がリスクの特定をはじめとするリスクベースのマネロン・テロ資金

供与リスク管理手法を理解している必要があると考えます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（２）リスクの評価 

【対応が求められる事項】① 

 リスク評価の全社的方針や具体的手法を確立し、当該方針や手法に則

って、具体的かつ客観的な根拠に基づき、前記「（１）リスクの特定」に

おいて特定されたマネロン・テロ資金供与リスクについて、評価を実施

（Q1）（Q2）すること 

【対応が求められる事項】④ 

リスク評価の結果を文書化（Q1）し、これを踏まえてリスク低減に必要

な措置等を検討すること 

 

【Ｑ１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（２）リスクの評価 

【対応が求められる事項】① 

 リスク評価の全社的方針や具体的手法を確立し、当該方針や手法に則

って、具体的かつ客観的な根拠に基づき、前記「（１）リスクの特定」に

おいて特定されたマネロン・テロ資金供与リスクについて、評価を実施

（Q1）（Q2）すること 

【対応が求められる事項】④ 

リスク評価の結果を文書化（Q1）し、これを踏まえてリスク低減に必要

な措置等を検討すること 

 

【Ｑ１】 
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「具体的かつ客観的な根拠に基づき（中略）評価を実施」や「リスク評価

の結果を文書化」について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

「具体的かつ客観的な根拠に基づき（中略）評価を実施」する場合につ

いては、具体的かつ客観的な実際の取引分析や評価、顧客属性、疑わしい

取引の届出の内容や傾向、自らの金融犯罪被害の状況や手口の分析等を

踏まえた評価とすることなどが考えられます。 

こうした評価をするに当たっては、例えば、取引量（金額、取引件数

等）・影響の発生率・影響度等の検証結果や、自らの事業環境・経営戦略・

リスク特性等を踏まえる必要があると考えます。 

なお、「影響の発生率」とは、有形無形の損失が発生する可能性の程度

を示しています。また、「影響度」は、想定される有形無形の損失の大小

等を指します。「有形無形の損失」の例としては、内外の当局による行政

処分や制裁、コルレス関係解消、レピュテーションリスク等が含まれるも

のと考えます。 

以上のような要素をどのように考慮し、どのように評価を行うかなど

については、各金融機関等において、事前に文書化しておく必要があると

考えます。 

NRA等の国によるリスク評価や業界団体によるリスク評価、分析レポー

ト、FATF によるリスク評価（注）といった評価手法を踏まえ、これらに

含まれる業界、国におけるリスク認識とも整合性が取れるかといった点

も考慮することが考えられます。 

また、以上の分析を踏まえたリスク評価の結果を文書化する必要があ

り、「リスク評価の結果を文書化」することとは、このような文書化の作

業を意味します。「リスク評価の結果を文書化する」過程においては、講

「具体的かつ客観的な根拠に基づき（中略）評価を実施」や「リスク評価

の結果を文書化」について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

「具体的かつ客観的な根拠に基づき（中略）評価を実施」する場合につ

いては、具体的かつ客観的な実際の取引分析や評価、顧客属性、疑わしい

取引の届出の内容や傾向、自らの金融犯罪被害の状況や手口の分析等を

踏まえた評価とすることなどが考えられます。 

こうした評価をするに当たっては、例えば、取引量（金額、取引件数

等）・影響の発生率・影響度等の検証結果や、自らの事業環境・経営戦略・

リスク特性等を踏まえる必要があると考えます。 

なお、「影響の発生率」とは、有形無形の損失が発生する可能性の程度

を示しています。また、「影響度」は、想定される有形無形の損失の金額

等を指します。「有形無形の損失」の例としては、外国当局による制裁金

や、コルレス関係解消、レピュテーションリスク等が含まれるものと考え

ます。 

以上のような要素をどのように考慮し、どのように評価を行うかなど

については、各金融機関等において、事前に文書化しておく必要があると

考えます。 

NRA等の国によるリスク評価や業界団体によるリスク評価、分析レポー

ト、FATF によるリスク評価（注）といった評価手法を踏まえ、これらに

含まれる業界、国におけるリスク認識とも整合性が取れるかといった点

も考慮することが考えられます。 

また、以上の分析を踏まえたリスク評価の結果を文書化する必要があ

り、「リスク評価の結果を文書化」することとは、このような文書化の作

業を意味します。「リスク評価の結果を文書化する」過程においては、講
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じられているリスク低減措置（類型毎のリスク評価結果等に基づいた具

体的な措置の詳細等）や、随時・定期的な有効性検証の実施内容及び評価

等について記載することが求められます。 

（注） FATF が公表しているメソドロジー（ Methodology）、勧告

（Recommendations）、解釈ノート(Interpretive Notes)、セクターごとの

ガイダンス(Guidance)、行動要請対象の高リスク国・地域（High-Risk 

Jurisdictions subject to a Call for Action）、強化モニタリング対象

国・地域（Jurisdictions under Increased Monitoring）、内外の当局の

経済制裁に関する情報等 

 

【Ｑ２】 

リスク評価における営業部門との具体的な連携方法について、具体的な

留意点があれば教えてください。 

【Ａ】 

リスク評価は、金融機関等が保有するマネロン・テロ資金供与リスクを

正確に把握することであり、マネロン・テロ資金供与リスク管理の主管部

署である第２線のみで、実態に即さないリスクの評価を行うことは避け

るべきであると考えられます。具体的には、第１線と第２線がリスクの評

価の作業を行う段階で緊密に連携し、顧客や商品・サービスの実態を最も

理解している営業部門が保有している顧客の取引先や顧客の商流等の情

報、商品・サービス、取引形態等のリスクを顧客リスク評価に反映させる

など、営業部門がこれまでに築いてきた顧客との信頼関係を基礎として

把握した情報を全てリスク評価の過程で反映することが必要と考えま

す。 

じられているリスク低減措置（類型毎のリスク評価結果等に基づいた具

体的な措置の詳細等）や、随時・定期的な有効性検証の実施内容及び評価

等について記載することが求められます。 

（注） FATF が公表しているメソドロジー（ Methodology）、勧告

（Recommendations）、解釈ノート(Interpretive Notes)、セクターごとの

ガイダンス(Guidance)等 

 

 

 

 

【Ｑ２】 

リスク評価における営業部門との具体的な連携方法について、具体的な

留意点があれば教えてください。 

【Ａ】 

リスク評価は、金融機関等が保有するマネロン・テロ資金供与リスクを

正確に把握することであり、マネロン・テロ資金供与リスク管理の主管部

署である第２線のみで、実態に即さないリスクの評価を行うことは避け

るべきであると考えられます。具体的には、第１線と第２線がリスクの評

価の作業を行う段階で緊密に連携し、顧客や商品・サービスの実態を最も

理解している営業部門が保有している顧客の取引先や顧客の商流等の情

報、商品・サービス、取引形態等のリスクを顧客リスク評価に反映させる

など、営業部門がこれまでに築いてきた顧客との信頼関係を基礎として

把握した情報を全てリスク評価の過程で反映することが必要と考えま

す。 
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管理部門（第２線）は、営業部門（第１線）がリスク評価を実施するに

当たって考慮すべき事情を明確に理解することができるよう、リスク評

価の全社的方針や具体的手法を確立する必要があります。 

 また、管理部門（第２線）は、営業部門（第１線）の行ったリスク評価

を踏まえつつ、疑わしい取引の分析結果等を勘案しながら、最終的なリス

ク評価を実施する必要があります。 

 なお、これらの連携の前提条件として、第２線は、第１線に対して、マ

ネロン・テロ資金供与リスクの評価の方法について、商品・サービス、取

引形態、国・地域、顧客属性等に即した適切な研修等を実施し、第１線が

リスクの評価をはじめとするリスクベースのマネロン・テロ資金供与リ

スク管理手法を理解している必要があると考えます。 

 

Ⅱ－２（２）リスクの評価 

【対応が求められる事項】② 

 上記①の評価を行うに当たっては、疑わしい取引の届出の状況等（Q1）

の分析等を考慮すること 

【対応が求められる事項】③ 

疑わしい取引の届出の状況等の分析（Q2）に当たっては、届出件数等の定

量情報について、部門・拠点・届出要因・検知シナリオ別等に行うなど、

リスクの評価に活用すること 

 

（略） 

 

【Ｑ２】 

疑わしい取引の届出はどのように分析することが求められるのでしょう

管理部門（第２線）は、営業部門（第１線）がリスク評価を実施するに

当たって考慮すべき事情を明確に理解することができるよう、リスク評

価の全社的方針や具体的手法を確立する必要があります。 

 また、管理部門（第２線）は、営業部門（第１線）の行ったリスク評価

を踏まえつつ、疑わしい取引の分析結果等を勘案しながら、最終的なリス

ク評価を実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－２（２）リスクの評価 

【対応が求められる事項】② 

 上記①の評価を行うに当たっては、疑わしい取引の届出の状況等（Q1）

の分析等を考慮すること 

【対応が求められる事項】③ 

疑わしい取引の届出の状況等の分析（Q2）に当たっては、届出件数等の定

量情報について、部門・拠点・届出要因・検知シナリオ別等に行うなど、

リスクの評価に活用すること 

 

（略） 

 

【Ｑ２】 

疑わしい取引の届出はどのように分析することが求められるのでしょう
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か。また、届出件数が少数である場合における分析、検証は、どのように

行うことが求められるのでしょうか。 

【Ａ】 

 疑わしい取引の届出の分析として、疑わしい取引の届出を実施した顧

客の顧客リスク評価を見直すのみならず、届出をした疑わしい取引に関

して、商品・サービス、取引形態、国・地域、顧客属性、届出理由、発覚

経緯等といった要素に着目し整理を行った上で、自らの行っているリス

クの特定、評価、低減措置、顧客リスク評価の見直しに活用することが求

められます。例えば、取引モニタリングの敷居値を設定する際に、疑わし

い取引の届出状況を分析した結果を踏まえ、一定の顧客属性や取引パタ

ーンについては、そのリスク評価を見直し、リスクが高くなる場合はリス

クに応じて敷居値を下げることにより通常より検知感度を上げることな

どが考えられます。 

 疑わしい取引の届出がある場合には、当該届出を分析することで、金融

機関等におけるリスク評価の精度の向上等に活用することを求めたもの

であり、たとえ届出件数が少数であっても、例えば、届出の理由等が他の

取引等（当該顧客との取引や、他の顧客との同種取引も含みますがこれに

限りません。）にも妥当する可能性がある場合には、過去において類似事

案が発生していないかを確認し、本来届け出るべきものを検証するなど

して当該取引に係る疑わしさの調査や届出判断の手続を見直すと共に検

証の結果をリスク評価に反映し、より実効的な対応ができるよう改善す

ることなどが考えられます。 

 なお、サンプルチェック等の結果、疑わしい取引の参考事例等に該当す

るにもかかわらず届出が行われていない取引が一定数認められた場合等

には、本来届出を行うべき取引が検知されない、又は検知されたものの提

か。また、届出件数が少数である場合における分析、検証は、どのように

行うことが求められるのでしょうか。 

【Ａ】 

 疑わしい取引の届出の分析として、疑わしい取引の届出を実施した顧

客の顧客リスク評価を見直すのみならず、届出をした疑わしい取引に関

して、商品・サービス、取引形態、国・地域、顧客属性、届出理由、発覚

経緯等といった要素に着目し整理を行った上で、自らの行っているリス

クの特定、評価、低減措置、顧客リスク評価の見直しに活用することが求

められます。例えば、取引モニタリングの敷居値を設定する際に、疑わし

い取引の届出状況を分析した結果を踏まえ、一定の顧客属性や取引パタ

ーンについては、そのリスク評価を見直し、敷居値を下げることにより通

常より検知感度を上げることなどが考えられます。 

 

 疑わしい取引の届出がある場合には、当該届出を分析することで、金融

機関等におけるリスク評価の精度の向上等に活用することを求めたもの

であり、たとえ届出件数が少数であっても、例えば、届出の理由等が他の

取引等（当該顧客との取引や、他の顧客との同種取引も含みますがこれに

限りません。）にも妥当する可能性がある場合には、過去において類似事

案が発生していないかを確認し、本来届け出るべきものを検証するなど

して当該取引に係る疑わしさの調査や届出判断の手続を見直すと共に検

証の結果をリスク評価に反映し、より実効的な対応が出来るよう改善す

ることなどが考えられます。 

 また、国のリスク評価書である NRA に記載されている業態別の疑わし

い取引の届出件数や、疑わしい取引の参考事例等に照らして届出件数が

少数である場合には、本来届出を行うべき取引が検知されない、又は検知



14 

 

出に至っていない可能性があるため、このような場合には、疑わしい取引

の届出を行うための態勢について、第３線が検証を行うこともあり得ま

す。 

 

Ⅱ－２（２）リスクの評価 

【対応が求められる事項】⑤ 

定期的にリスク評価を見直すほか、マネロン・テロ資金供与対策に重大な

影響を及ぼし得る新たな事象の発生等に際し、必要に応じ、リスク評価を

見直すこと 

 

【Ｑ】 

「定期的にリスク評価を見直す」とありますが、「定期的」の目安は１年

に１度程度と考えて良いでしょうか。 

【Ａ】 

定期的な見直しについては、少なくとも１年に１回は見直しを検討す

ることが必要であるほか、新たなリスクが生じたり、新たな規制が導入さ

れたりするなど、商品・サービス、取引形態、国・地域、顧客属性等のリ

スクが変化した場合等に、随時見直すことが考えられます。 

また、定期的に見直す場合にはその時期や期間、随時に見直す場合には

その見直しが必要となる状況等を、事前に検討して文書化しておくこと

で、より実効性が確保されるものと考えます。 

なお、顧客リスク評価についても、リスクに応じた頻度で定期的に見直

すとともに、顧客のリスク評価に影響を及ぼすような事象が発生した場

合には、直ちに見直しを行う必要がありますので、当該事象の検知方法、

判断基準、手続等を事前に文書化し、第１線を含む関係部署に周知徹底し

されたものの提出に至っていない可能性があるため、このような場合に

は、疑わしい取引の届出を行うための態勢について、第３線が検証を行う

こともあり得ます。 

 

Ⅱ－２（２）リスクの評価 

【対応が求められる事項】⑤ 

定期的にリスク評価を見直すほか、マネロン・テロ資金供与対策に重大な

影響を及ぼし得る新たな事象の発生等に際し、必要に応じ、リスク評価を

見直すこと 

 

【Ｑ】 

「定期的にリスク評価を見直す」とありますが、「定期的」の目安は１年

に１度程度と考えて良いでしょうか。 

【Ａ】 

定期的な見直しについては、少なくとも１年に１回は見直しを検討す

ることが必要であるほか、新たなリスクが生じたり、新たな規制が導入さ

れたりするなど、商品・サービス、取引形態、国・地域、顧客属性等のリ

スクが変化した場合等に、随時見直すことが考えられます。 

また、定期的に見直す場合にはその時期や期間、随時に見直す場合には

その見直しが必要となる状況等を、事前に検討して文書化しておくこと

で、より実効性が確保されるものと考えます。 

なお、顧客リスク評価についても、リスクに応じた頻度で定期的にリス

ク評価を見直すとともに、顧客のリスク評価に影響を及ぼすような事象

が発生した場合には、直ちにリスク評価の見直しを行う必要があります

ので、リスク評価に影響を及ぼす事象の検知方法、判断基準、手続等を事
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ておくことが必要と考えます。 

 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】③ 

顧客及びその実質的支配者（Q1）の本人特定事項を含む本人確認事項

（Q2）、取引目的等の調査に当たっては、信頼に足る証跡（Q3）を求めて

これを行うこと（Q4） 

 

（略） 

 

【Ｑ３】 

「信頼に足る証跡」とは、具体的にはどのようなものが該当するのでしょ

うか。例えば、本人確認事項の調査において、犯収法施行規則第７条に定

める本人確認書類が該当するとの理解で良いでしょうか。 

【Ａ】 

 「信頼に足る証跡」は申告の真正性を裏付ける公的な資料又はこれに準

じる資料を意味しています。 

本人確認事項の調査に当たっては、犯収法施行規則第７条に定める本

人確認書類のほか、経歴や資産・収入等を証明するための書類等が考えら

れますが、調査する事項に応じ、その他の書類等についても活用すること

が考えられます。例えば、株主名簿、有価証券報告書、法人税確定申告書

の別表等を徴求することや公証人の定款認証における実質的支配者とな

前に文書化し、第１線を含む関係部署に周知徹底しておくことが必要と

考えます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】③ 

顧客及びその実質的支配者（Q1）の本人特定事項を含む本人確認事項

（Q2）、取引目的等の調査に当たっては、信頼に足る証跡（Q3）を求めて

これを行うこと（Q4） 

 

（略） 

 

【Ｑ３】 

「信頼に足る証跡」とは、具体的にはどのようなものが該当するのでしょ

うか。例えば、本人確認事項の調査において、犯収法施行規則第７条に定

める本人確認書類が該当するとの理解で良いでしょうか。 

【Ａ】 

 「信頼に足る証跡」は申告の真正性を裏付ける公的な資料又はこれに準

じる資料を意味しています。 

本人確認事項の調査に当たっては、犯収法施行規則第７条に定める本

人確認書類のほか、経歴や資産・収入等を証明するための書類等が考えら

れますが、調査する事項に応じ、その他の書類等についても活用すること

が考えられます。例えば、株主名簿、有価証券報告書、法人税確定申告書

の別表等を徴求する場合や公証人の定款認証における実質的支配者とな
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るべき者の申告制度（注１）や実質的支配者リスト制度（注２）を活用す

ることなども考えられます。具体例としては、生命保険金の支払時におい

て、受取人が団体である場合には、株主名簿や有価証券報告書等の証跡を

取得するなどにより、その実質的支配者の調査を実施することが考えら

れます。ただし、信頼に足る証跡を求める場合には、必要に応じて複数の

資料を検証することが必要であるものと考えます。 

また、取引目的の調査に当たっては、例えば、取引目的が商取引であれ

ば、取引先との取引履歴や、同取引に関する契約書等を徴求することが考

えられます。 

なお、犯収法令上定められた項目については、犯収法令上定められた方

法、書類に従い確認を行った上で、リスクに応じて、追加的に証跡を取得

することについて判断することとなります。 

（注１）法人設立時の定款認証において、公証人に実質的支配者となるべ

き者を申告させる制度のことを指します（2018 年 11 月 30 日に改正公証

人法施行規則の施行により開始）。 

（注２）登記所が株式会社からの申出によりその実質的支配者に関する

情報を記載した書面を保管しその写しを交付する制度のことを指します

（2022 年１月 31 日に商業登記所における実質的支配者情報一覧の保管

等に関する規則の施行により開始）。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】④ 

顧客及びその実質的支配者の氏名と関係当局による制裁リスト等とを照

るべき者の申告制度（注）を活用する場合等も考えられます。具体例とし

ては、生命保険金の支払時において、受取人が団体である場合には、株主

名簿や有価証券報告書等の証跡を取得するなどにより、その実質的支配

者の調査を実施することが考えられます。 

 

 

また、取引目的の調査に当たっては、例えば、取引目的が商取引であれ

ば、取引先との取引履歴や、同取引に関する契約書等を徴求することが考

えられます。 

なお、犯収法令上定められた項目については、犯収法令上定められた方

法、書類に従い確認を行った上で、リスクに応じて、追加的に証跡を取得

することについて判断することとなります。 

（注）法人設立時の定款認証において、公証人に実質的支配者となるべき

者を申告させる制度のこと（2018 年 11 月 30 日に改正公証人法施行規則

の施行により開始）。 

 

 

 

 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】④ 

顧客及びその実質的支配者の氏名と関係当局による制裁リスト等とを照
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合するなど、国内外の制裁に係る法規制等の遵守その他リスクに応じて

必要な措置を講ずること 

 

【Ｑ】 

「国内外の制裁に係る法規制等の遵守その他リスクに応じて必要な措置

を講ずること」について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

国内外の制裁に係る法規制等の遵守については、例えば、国際連合安全

保障理事会（以下「国連安保理」といいます。）決議等で指定される経済

制裁対象者については、外国為替及び外国貿易法第 16 条及び第 21 条等

に基づき、同決議等を踏まえた外務省告示が発出された場合に、直ちに該

当する経済制裁対象者との取引がないことを確認し、取引がある場合に

は資産凍結等の措置を講ずるものとされています。さらに、国際的な基準

等（注）を踏まえると、外務省告示の発出前においても、国連安保理決議

で経済制裁対象者が追加されたり、同対象者の情報が変更されたりした

場合には、遅滞なく自らの制裁リストを更新して顧客等の氏名等と照合

するとともに、制裁リストに該当する顧客等が認められる場合には、より

厳格な顧客管理を行い、同名異人か本人かを見極めるなどの適切かつ慎

重な対応が必要と考えています。さらに、国連安保理における決議を経る

ことなく、特定の国・地域から特定の国・地域に対して経済制裁が行われ

ることもあり得るため、取引に関係する者や物品・サービスが特定の国・

地域の制裁対象に関係していないか、慎重な確認が必要となる場合もあ

ることに留意が必要であるものと考えます。 

したがって、このような対応を確実に実施するために必要なデータベ

ースやシステム等の整備、人材の確保、資金の手当てを、直面しているリ

合するなど、国内外の制裁に係る法規制等の遵守その他リスクに応じて

必要な措置を講ずること 

 

【Ｑ１】 

「国内外の制裁に係る法規制等の遵守その他リスクに応じて必要な措置

を講ずること」について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

国内外の制裁に係る法規制等の遵守については、例えば、国際連合安全

保障理事会（以下「国連安保理」といいます。）決議等で指定される経済

制裁対象者については、外国為替及び外国貿易法第 16 条及び第 21 条等

に基づき、同決議等を踏まえた外務省告示が発出された場合に、直ちに該

当する経済制裁対象者との取引がないことを確認し、取引がある場合に

は資産凍結等の措置を講ずるものとされています。さらに、国際的な基準

等（注）を踏まえると、外務省告示の発出前においても、国連安保理決議

で経済制裁対象者が追加されたり、同対象者の情報が変更されたりした

場合には、遅滞なく自らの制裁リストを更新して顧客等の氏名等と照合

するとともに、制裁リストに該当する顧客等が認められる場合には、より

厳格な顧客管理を行い、同名異人か本人かを見極めるなどの適切かつ慎

重な対応が必要と考えています。 

 

 

 

 

したがって、このような対応を確実に実施するために必要なデータベ

ースやシステム等の整備、人材の確保、資金の手当てを、直面しているリ
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スクに応じて実施していただくことが重要であると考えています。 

なお、昨今、データ復旧等に身代金を要求するランサムウェアの感染被

害が報告されています。海外ではランサムウェアの身代金がテロ資金等

に悪用される可能性もあると指摘されており、米国においては、金融機関

等に向けて、ランサムウェアの身代金の支払いへの関与には制裁リスク

があるという点について注意喚起の勧告も出されました。サイバー空間

には国境がないことから、このような身代金の支払いに金融機関等が利

用されてはならず、顧客の送金について、この種のテロ資金供与リスクが

あることも留意する必要があります。 

（注）FATF においては、テロ資金供与や大量破壊兵器の拡散に関する

金融制裁として、国連安保理により制裁対象として指定された個人・団体

が保有する資金・資産を遅滞なく凍結することを求めております。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑥ 

商品・サービス、取引形態、国・地域、顧客属性等に対する自らのマネロ

ン・テロ資金供与リスクの評価の結果（Ⅱ－２（２）で行うリスク評価）

を踏まえて、全ての顧客について顧客リスク評価を行う（Q1～6）ととも

に、講ずべき低減措置を顧客リスク評価に応じて判断すること（Q6）（Q7）

（Q8） 

 

（略） 

 

スクに応じて実施していただくことが重要であると考えています。 

なお、昨今、データ復旧等に身代金を要求するランサムウェアの感染被

害が報告されています。海外ではランサムウェアの身代金がテロ資金等

に悪用される可能性もあると指摘されており、米国においては、金融機関

等に向けて、ランサムウェアの身代金の支払いへの関与には制裁リスク

があるという点について注意喚起の勧告も出されました。サイバー空間

には国境がないことから、このような身代金の支払いに金融機関等が利

用されてはならず、顧客の送金について、この種のテロ資金供与リスクが

あることも留意する必要があります。 

（注）FATF においては、テロ資金供与や大量破壊兵器の拡散に関する

金融制裁として、国連安保理により制裁対象として指定された個人・団体

が保有する資金・資産を遅滞なく凍結することを求めております。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑥ 

商品・サービス、取引形態、国・地域、顧客属性等に対する自らのマネロ

ン・テロ資金供与リスクの評価の結果（Ⅱ－２（２）で行うリスク評価）

を踏まえて、全ての顧客について顧客リスク評価を行う（Q1～6）ととも

に、講ずべき低減措置を顧客リスク評価に応じて判断すること（Q6）（Q7）

（Q8） 

 

（略） 
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【Ｑ６】 

リスク評価を行う顧客類型について、どのような類型があるのでしょう

か。また、リスクの高い顧客類型はどのような類型があるのでしょうか。 

【Ａ】 

各金融機関等によるリスク評価の際に行う顧客類型ごとの分析方法

は、金融機関等の業務全体から見たリスク状況によって異なりますが、例

えば、顧客属性に着目したものとしては、反社会的勢力や制裁対象者につ

いては原則取引不可先とした上で、過去に疑わしい取引の届出対象とな

った顧客や不正に口座を利用している疑いのある顧客のほか、不芳情報

を把握した顧客等については高リスク先として管理することが考えられ

ます。 

このほか、例えば、取引内容や状況により分類する方法としては、高リ

スクと評価した商品・サービスを利用している顧客を一つの類型として、

高リスク先として管理することも考えられます。また、休眠口座、長期不

稼働口座については（これらの口座が稼働するまでは）低リスク先と評価

する一方、公的書類又は他の信頼できる証明書類等に基づき本人特定事

項を確認できていない既存顧客の口座や、個人の顧客名義であるものの

法人により利用されている口座、不正に利用されている口座等の類型に

ついては、高リスク先と評価した上で、あらかじめ明確化された方針にし

たがって顧客情報の調査を実施することが考えられます。 

なお、国や地方公共団体については、一律で低リスクとすることも可能

と考えます。ただし、国・地方公共団体が運営する団体等については、設

立経緯、その取引内容、国・地方公共団体との親密度や業務内容を勘案し

た上で、低リスクとすることも可能と考えます。 

 

【Ｑ６】 

リスク評価を行う顧客類型について、どのような類型があるのでしょう

か。また、リスクの高い顧客類型はどのような類型があるのでしょうか。 

【Ａ】 

各金融機関等によるリスク評価の際に行う顧客類型ごとの分析方法

は、金融機関等の業務全体から見たリスク状況によって異なりますが、例

えば、顧客属性に着目したものとしては、反社会的勢力や制裁対象者につ

いては原則取引不可先とした上で、過去に疑わしい取引の届出対象とな

った顧客や不正に口座を利用している疑いのある顧客のほか、不芳情報

を把握した顧客等については高リスク先として管理することが考えられ

ます。 

このほか、例えば、取引内容や状況により分類する方法としては、高リ

スクと評価した商品・サービスを利用している顧客を一つの類型として、

高リスク先として管理することも考えられます。また、休眠口座、長期不

稼働口座については（これらの口座が稼働するまでは）低リスク先と評価

する一方、本人確認法施行以前に開設された既存顧客の口座や、個人の顧

客名義であるものの法人により利用されている口座、不正に利用されて

いる口座等の類型については、高リスク先と評価した上で、あらかじめ明

確化された方針にしたがって顧客情報の調査を実施することが考えられ

ます。 

なお、国や地方公共団体については、一律で低リスクとすることも可能

と考えます。ただし、国・地方公共団体が運営する団体等については、設

立経緯、その取引内容、国・地方公共団体との親密度や業務内容を勘案し

た上で、低リスクとすることも可能と考えます。 

 



20 

 

【Ｑ７】 

顧客として在留外国人を受け入れている場合について、留意すべき点を

教えてください。 

【Ａ】 

在留期間の定めのある在留外国人についても、リスクベースで、顧客リ

スクに応じて顧客管理を実施していただく必要があるものと考えます。 

そして、在留外国人の場合を含め、将来口座の取引の終了が見込まれる

場合には、当該口座が売却され、金融犯罪に悪用されるリスクを特定・評

価し、適切なリスク低減措置を講ずる必要があります。 

在留期間の定めのある外国人顧客については、リスク低減措置として、

在留期間を確認の上、顧客管理システム等により管理し、顧客の在留期間

満了前において、当該顧客が在留期間を更新しない場合は在留期間満了

前に口座を解約すること、及び当該顧客が在留期間を更新する場合は更

新後の在留期間を届け出ることを改めて要請する必要があります。在留

期間の更新が確認された場合には再度顧客管理システムへの登録を行う

一方、更新が確認できないなどリスクが高まると判断した場合には、取引

制限を実施するなどのリスク低減措置を講ずることが考えられます。 

いずれにしても、自らの直面するリスクを踏まえ在留期間の定めのあ

る顧客の管理方法を決定する必要があり、リスクベースの適切な検討を

経ることなく、在留期間満了前に以上のような要請を実施しないことと

することは、適切ではないものと考えます。特別永住者や永住者について

は、このような在留期間に基づくリスク自体はないものと考えられます

が、他の顧客と同様に顧客リスク評価は必要になります。 

なお、在留カードを所持している在留外国人が、在留期間更新許可申請

又は在留資格変更許可申請（以下「在留期間更新許可申請等」といいま

【Ｑ７】 

顧客として在留外国人を受け入れている場合について、留意すべき点を

教えてください。 

【Ａ】 

在留期限の定めのある在留外国人についても、リスクベースで、顧客リ

スクに応じて顧客管理を実施していただく必要があるものと考えます。 

そして、在留外国人の場合を含め、将来口座の取引の終了が見込まれる

場合には、当該口座が売却され、金融犯罪に悪用されるリスクを特定・評

価し、適切なリスク低減措置を講ずる必要があります。 

例えば、外国人顧客について在留期間の定めのある場合、リスク低減措

置として、在留期間を確認の上、顧客管理システム等により管理し、在留

期間満了間近の顧客については、在留期間の確認を改めて行った上、延長

が確認された場合には再度顧客管理システムへの登録を行う一方、延長

が確認できないなどリスクが高まると判断した場合には、必要に応じて

帰国前に口座解約を促し、又は取引制限を実施するなどのリスク低減措

置を講ずることが考えられます。 

 

なお、特別永住者や永住者については、このような在留期間に基づくリ

スク自体はないものと考えられますが、他の顧客と同様に顧客リスク評

価は必要になります。 
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す。）を行った場合において、当該申請に係る処分が在留期間の満了の日

までになされないときは、当該処分がされる時又は在留期間の満了の日

から二か月が経過する日が終了する時のいずれか早い時までの間は、引

き続き従前の在留資格をもって我が国に在留できることとされていると

ころ、在留期間更新許可申請等を行った場合、在留カード裏面の「在留期

間更新等許可申請欄」に申請中であることが記載されます（オンラインに

よる申請の場合を除く。）。リスクに応じた対応を検討する場合には、こう

した制度の存在に留意することが必要と考えます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑨ 

マネロン・テロ資金供与リスクが低いと判断した顧客については、当該リ

スクの特性を踏まえながら、当該顧客が行う取引のモニタリングに係る

敷居値を上げたり、顧客情報の調査範囲・手法・更新頻度等を異にしたり

するなどのリスクに応じた簡素な顧客管理（SDD）（Q1～Q6）を行うなど、

円滑な取引の実行に配慮すること 

 

（略） 

 

【Ｑ５】 

「リスクに応じた簡素な顧客管理（SDD）」を実施することとした場合、ど

のような管理を実施することになるのでしょうか。 

【Ａ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑨ 

マネロン・テロ資金供与リスクが低いと判断した顧客については、当該リ

スクの特性を踏まえながら、当該顧客が行う取引のモニタリングに係る

敷居値を上げたり、顧客情報の調査範囲・手法・更新頻度等を異にしたり

するなどのリスクに応じた簡素な顧客管理（SDD）（Q1～Q6）を行うなど、

円滑な取引の実行に配慮すること 

 

（略） 

 

【Ｑ５】 

「リスクに応じた簡素な顧客管理（SDD）」を実施することとした場合、ど

のような管理を実施することになるのでしょうか。 

【Ａ】 
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本ガイドラインにおける「リスクに応じた簡素な顧客管理（SDD）」と

は、顧客リスク評価の結果、「低リスク」と判断された顧客のうち、一定

の条件を満たした顧客について、DM 等を送付して顧客情報を更新するな

どの積極的な対応を留保し、取引モニタリング等によって、マネロン・テ

ロ資金供与リスクが低く維持されていることを確認する顧客管理措置の

ことをいいます。 

SDD対象とした顧客であっても、特定取引等に当たって顧客との接点が

あった場合、不芳情報を入手した場合、今までの取引履歴に照らして不自

然な取引が行われた場合等には、必要に応じて積極的な対応による顧客

情報の更新を実施し、顧客リスク評価の見直しを行うことが必要になる

ものと考えます。 

特に、公的書類等の証跡が不足している SDD 対象顧客が来店した場合

等、本来更新すべき情報を最新化する機会があれば、当該機会を活用し、

必要な情報更新を実施する態勢を構築することが必要であるものと考え

ます。 

 2016年 10月に施行された改正犯収法施行規則に定める方法により、本

人特定事項（実質的支配者を含む）、取引目的及び職業等を確認すること

ができていない顧客については、時機を捉えて、同規則に定める方法で確

認することが考えられます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑩ 

本ガイドラインにおける「リスクに応じた簡素な顧客管理（SDD）」と

は、顧客リスク評価の結果、「低リスク」と判断された顧客のうち、一定

の条件を満たした顧客について、DM 等を送付して顧客情報を更新するな

どの積極的な対応を留保し、取引モニタリング等によって、マネロン・テ

ロ資金供与リスクが低く維持されていることを確認する顧客管理措置の

ことをいいます。 

SDD対象とした顧客であっても、特定取引等に当たって顧客との接点が

あった場合、不芳情報を入手した場合、今までの取引履歴に照らして不自

然な取引が行われた場合等には、必要に応じて積極的な対応による顧客

情報の更新を実施し、顧客リスク評価の見直しを行うことが必要になる

ものと考えます。 

特に、公的書類等の証跡が不足している SDD 対象顧客が来店した場合

等、本来更新すべき情報を最新化する機会があれば、当該機会を活用し、

必要な情報更新を実施する態勢を構築することが必要であるものと考え

ます。 

 

 

 

 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑩ 
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後記「（ⅴ）疑わしい取引の届出」における【対応が求められる事項】の

ほか、以下を含む、継続的な顧客管理を実施すること 

イ. 取引類型や顧客属性等に着目し、これらに係る自らのリスク評価や

取引モニタリングの結果も踏まえながら、調査の対象及び頻度を含む継

続的な顧客管理の方針を決定し、実施すること（Q1）（Q2）(Q3)（Q4） 

ロ. 各顧客に実施されている調査の範囲・手法等が、当該顧客の取引実

態や取引モニタリングの結果等に照らして適切か、継続的に検討するこ

と（Q5） 

ハ. 調査の過程での照会や調査結果を適切に管理し、関係する役職員と

共有すること（Q6） 

ニ. 各顧客のリスクが高まったと想定される具体的な事象が発生した

場合等の機動的な顧客情報の確認に加え、定期的な確認（Q7）（Q8）（Q9）

に関しても、確認の頻度を顧客のリスクに応じて異にすること（Q10） 

ホ. 継続的な顧客管理により確認した顧客情報等を踏まえ、顧客リスク

評価を見直し（Q11）、リスクに応じたリスク低減措置を講ずること（Q12）

（Q13） 

 特に、取引モニタリングにおいては、継続的な顧客管理を踏まえて見直

した顧客リスク評価を適切に反映（Q14）すること 

 

（略） 

 

【Ｑ９】 

顧客情報の「定期的な確認」との記載は、リスクが低いと判断し、簡易な

顧客管理方針とした顧客についても全て、マネロン防止対策の目的をも

って、本人特定情報や顧客管理情報等の再確認を行うために、顧客とコン

後記「（ⅴ）疑わしい取引の届出」における【対応が求められる事項】の

ほか、以下を含む、継続的な顧客管理を実施すること 

イ. 取引類型や顧客属性等に着目し、これらに係る自らのリスク評価や

取引モニタリングの結果も踏まえながら、調査の対象及び頻度を含む継

続的な顧客管理の方針を決定し、実施すること（Q1）（Q2）(Q3)（Q4） 

ロ. 各顧客に実施されている調査の範囲・手法等が、当該顧客の取引実

態や取引モニタリングの結果等に照らして適切か、継続的に検討するこ

と（Q5） 

ハ. 調査の過程での照会や調査結果を適切に管理し、関係する役職員と

共有すること（Q6） 

ニ. 各顧客のリスクが高まったと想定される具体的な事象が発生した

場合等の機動的な顧客情報の確認に加え、定期的な確認（Q7）（Q8）（Q9）

に関しても、確認の頻度を顧客のリスクに応じて異にすること（Q10） 

ホ. 継続的な顧客管理により確認した顧客情報等を踏まえ、顧客リスク

評価を見直し（Q11）、リスクに応じたリスク低減措置を講ずること（Q12） 

 特に、取引モニタリングにおいては、継続的な顧客管理を踏まえて見直

した顧客リスク評価を適切に反映（Q13）すること 

 

 

（略） 

 

【Ｑ９】 

顧客情報の「定期的な確認」との記載は、リスクが低いと判断し、簡易な

顧客管理方針とした顧客についても全て、マネロン防止対策の目的をも

って、本人特定情報や顧客管理情報等の再確認を行うために、顧客とコン
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タクト（電話や郵送等）を取り、ヒアリングや資料提供を依頼することを

想定しているのでしょうか。それとも、こうした顧客については、全先に

対してコンタクトを取らず、顧客属性データ、取引履歴データのほか、（も

しあれば）これまでの気付き状況のみで判断するといった対応でも問題

ないのでしょうか。 

【Ａ】 

継続的な顧客管理については、リスクが低いと判断した顧客も含む全

ての顧客をその対象とすることが求められますが、全ての顧客に一律の

時期・内容で調査を行う必要はなく、顧客のリスクに応じて、調査の頻

度・項目・手法等を個別具体的に判断していただく必要があります。 

 顧客との店頭取引やインターネット取引等、各種変更手続等の際に顧

客が金融機関等のホームページ等にアクセスする場合のほか、定期又は

随時に顧客を訪問するなどの場合に、こうした機会を捉えて、マネロン・

テロ資金供与対策に係る情報も確認されているのであれば、そのような

実態把握をもって、継続的な顧客管理における顧客情報の確認とするこ

とも考えられます。 

ただし、高リスク顧客の中には、営業実態の把握や実地調査、顧客に対

して対面で確認することが必要な場合もあることから、リスクに応じた

対応が必要であることに留意すべきと考えます。 

 

（略） 

 

【Ｑ１２】 

「顧客リスク評価を見直し、リスクに応じたリスク低減措置を講ずるこ

と」とは、具体的にどのような措置が求められていますか。 

タクト（電話や郵送等）を取り、ヒアリングや資料提供を依頼することを

想定しているのでしょうか。それとも、こうした顧客については、全先に

対してコンタクトを取らず、顧客属性データ、取引履歴データのほか、（も

しあれば）これまでの気付き状況のみで判断するといった対応でも問題

ないのでしょうか。 

【Ａ】 

継続的な顧客管理については、リスクが低いと判断した顧客も含む全

ての顧客をその対象とすることが求められますが、全ての顧客に一律の

時期・内容で調査を行う必要はなく、顧客のリスクに応じて、調査の頻

度・項目・手法等を個別具体的に判断していただく必要があります。 

 顧客との店頭取引やインターネット取引等で顧客がアクセスするなど

の各種変更手続の際に、マネロン・テロ資金供与対策に係る情報も確認さ

れているのであれば、そのような実態把握をもって、継続的な顧客管理に

おける顧客情報の確認とすることも考えられます。 

 

 

ただし、高リスク顧客の中には、営業実態の把握や実地調査、顧客に対

して対面で確認することが必要な場合もあることから、リスクに応じた

対応が必要であることに留意すべきと考えます。 

 

（略） 

 

【Ｑ１２】 

「顧客リスク評価を見直し、リスクに応じたリスク低減措置を講ずるこ

と」とは、具体的にどのような措置が求められていますか。 
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【Ａ】 

リスクに応じたリスク低減措置とは、EDD、CDD、SDDというように顧客

管理の方法を変更するのみならず、取引モニタリングにおける敷居値や

モニタリングシナリオを変更したり、取引時に調査する顧客情報の収集

の内容・方法を変更したりするなどの措置を講ずることが求められてい

ます。 

 

【Ｑ１３】 

「顧客リスク評価を見直し、リスクに応じたリスク低減措置を講ずるこ

と」に関して、顧客が調査に応じることができない場合においては、どの

ように顧客リスク評価を見直すことが考えられますか。 

【Ａ】 

調査に応じてもらえない場合や、郵送物が届出住所に到達しない場合

には、そうした事実や、取引履歴データ等も踏まえて、例えば、顧客リス

ク評価を高リスクとすることが考えられます。 

定期的に情報を更新することが必要な顧客について、取引履歴データ

等を踏まえて顧客リスク評価の見直しを検討する場合には、各金融機関

等において、調査に応じてもらえない顧客であることや、郵送物が届出住

所に到達しない顧客であること等について、適切に判断できるだけの検

証を行うことが必要となるものと考えます。 

また、高リスク顧客の中には、営業実態の把握や実地調査、顧客に対し

て対面で確認することが必要な場合もあり得るため、顧客リスク評価の

見直しの方法についても、リスクに応じて検討・判断することが必要であ

るものと考えます。 

なお、高リスク顧客に限らず、特に届出住所宛ての郵送物が届かない顧

【Ａ】 

リスクに応じたリスク低減措置とは、EDD,CDD,SDDというように顧客管

理の方法を変更するのみならず、取引モニタリングにおける敷居値やモ

ニタリングシナリオを変更したり、取引時に調査する顧客情報の収集の

内容・方法を変更したりするなどの措置を講ずることが求められていま

す。 

 

（新設） 
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客については、本人特定事項の一部が不明であることとなります。特に、

こうした状態の顧客のうち連絡を取ることもできず、かつ、口座も不稼働

状態となっていない場合には、届出住所宛ての郵送物が届かない状態を

解消するための施策を優先的に講ずることが必要であると考えられま

す。 

 

【Ｑ１４】 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑪ 

必要とされる情報の提供を利用者から受けられないなど、自らが定める

適切な顧客管理を実施できないと判断した顧客・取引等（Q2）について

は、取引の謝絶を行うこと等を含め、リスク遮断（Q1）を図ることを検討

すること 

その際、マネロン・テロ資金供与対策の名目で合理的な理由なく（Q3）謝

絶等を行わないこと 

 

（略） 

 

【Ｑ３】 

「合理的な理由なく謝絶等を行わないこと」とありますが、「合理的な理

由」の判断は、各金融機関等が、本ガイドライン等を踏まえ、リスクベー

スで判断して問題ないと考えて良いでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

【Ｑ１３】 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅱ）顧客管理（カスタマー・デュー・ディリジェンス：CDD） 

【対応が求められる事項】⑪ 

必要とされる情報の提供を利用者から受けられないなど、自らが定める

適切な顧客管理を実施できないと判断した顧客・取引等（Q2）について

は、取引の謝絶を行うこと等を含め、リスク遮断（Q1）を図ることを検討

すること 

その際、マネロン・テロ資金供与対策の名目で合理的な理由なく（Q3）謝

絶等を行わないこと 

 

（略） 

 

【Ｑ３】 

「合理的な理由なく謝絶等を行わないこと」とありますが、「合理的な理

由」の判断は、各金融機関等が、本ガイドライン等を踏まえ、リスクベー

スで判断して問題ないと考えて良いでしょうか。 
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【Ａ】 

「合理的な理由」が存在するか否かについては、預金規定の内容等、顧

客との契約関係に照らして、個々の顧客の事情・特性・取引関係やリスク

管理に必要な情報が収集することができるかといった点等を踏まえ、各

金融機関等において、個別具体的に丁寧に検討する必要があると考えて

おります。 

そして、個々の顧客の事情・特性・取引関係やリスク管理に必要な情報

について、可能な限り収集し、これ以上手段を尽くすことが困難な状況に

なった場合、当該顧客に対してどのような制限を行うことが必要かとい

うことを、リスクに応じて、総合的に検討することが考えられます。 

 実際にリスク遮断を行うに当たっては、適切な調査を行い、当該調査の

過程及び結果を適切に保存した上、金融機関等において適切な手続を経

ることが必要と考えられます。また、リスク遮断の内容についても、個々

の顧客の事情・特性・取引関係やリスク管理に必要な情報のうち収集でき

ないもの等に応じて整理をすることが必要と考えられます。 

こうした調査、記録の保存、手続、リスク遮断の内容については、適切

に規程等に定めることが必要と考えられます。 

 

Ⅱ－２（３）（ⅲ）取引モニタリング・フィルタリング 

【対応が求められる事項】① 

疑わしい取引の届出につながる取引等について、リスクに応じて検知す

るため、以下を含む、取引モニタリングに関する適切な体制を構築し、整

備すること 

イ. 自らのリスク評価を反映したシナリオ・敷居値等の抽出基準を設定

すること（Q1） 

【Ａ】 

「合理的な理由」が存在するか否かについては、預金規定の内容等、顧

客との契約関係に照らして、個々の顧客の事情・特性・取引関係やリスク

管理に必要な情報が収集することができるかといった点等を踏まえ、各

金融機関等において、個別具体的に丁寧に検討する必要があると考えて

おります。 

そして、個々の顧客の事情・特性・取引関係やリスク管理に必要な情報

について、可能な限り収集し、これ以上手段を尽くすことが困難な状況に

なった場合、当該顧客に対してどのような制限を行うことが必要かとい

うことを、リスクに応じて、総合的に検討することが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－２（３）（ⅲ）取引モニタリング・フィルタリング 

【対応が求められる事項】① 

疑わしい取引の届出につながる取引等について、リスクに応じて検知す

るため、以下を含む、取引モニタリングに関する適切な体制を構築し、整

備すること 

イ. 自らのリスク評価を反映したシナリオ・敷居値等の抽出基準を設定

すること（Q1） 
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ロ. 上記イの基準に基づく検知結果や疑わしい取引の届出状況等を踏

まえ、届出をした取引の特徴（業種・地域等）や現行の抽出基準（シナリ

オ・敷居値等）の有効性を分析し、シナリオ・敷居値等の抽出基準につい

て改善を図ること（Q2） 

 

（略） 

 

【Ｑ２】 

「取引の特徴（業種・地域等）や現行の抽出基準（シナリオ・敷居値等）

の有効性を分析し、シナリオ・敷居値等の抽出基準について改善を図るこ

と」について、具体的にどのようなことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

取引モニタリングで検知した取引、疑わしい取引の届出に至った取引

について、共通した取引の特徴（業種・地域等）及び抽出基準（シナリオ・

敷居値等）を確認することに加えて、より多くの疑わしい取引の届出につ

ながった取引の特徴や抽出基準とそれ以外を特定し、有効な取引の特徴

や抽出基準の改善余地の検証、それ以外については、有効なものと同様に

改善の余地がないか検証をするとともに、誤検知率を踏まえ、廃止する必

要性の検討を実施し、より有効な取引の形態、抽出基準を特定する取組み

を継続的に実施することが求められています。 

また、抽出基準の有効性の検証に当たっては、捜査機関等から凍結要請

のあった口座の取引についてアラートが生成されていなかった場合に、

その理由を検証し、必要に応じて抽出基準を見直すことも考えられます。 

そのほか、同一パターンの誤検知について、一定期間検知しないような

手法（サプレッション）も考えられます。なお、サプレッションを導入す

ロ. 上記イの基準に基づく検知結果や疑わしい取引の届出状況等を踏

まえ、届出をした取引の特徴（業種・地域等）や現行の抽出基準（シナリ

オ・敷居値等）の有効性を分析し、シナリオ・敷居値等の抽出基準につい

て改善を図ること（Q2） 

 

（略） 

 

【Ｑ２】 

「取引の特徴（業種・地域等）や現行の抽出基準（シナリオ・敷居値等）

の有効性を分析し、シナリオ・敷居値等の抽出基準について改善を図るこ

と」について、具体的にどのようなことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

取引モニタリングで検知した取引、疑わしい取引の届出に至った取引

について、共通した取引の特徴（業種・地域等）及び抽出基準（シナリオ・

敷居値等）を確認することに加えて、より多くの疑わしい取引の届出につ

ながった取引の特徴や抽出基準とそれ以外を特定し、有効な取引の特徴

や抽出基準の改善余地の検証、それ以外については、有効なものと同様に

改善の余地がないか検証をするとともに、誤検知率を踏まえ、廃止する必

要性の検討を実施し、より有効な取引の形態、抽出基準を特定する取組み

を継続的に実施することが求められています。 

 

 

 

また、同一パターンの誤検知について、一定期間検知しないような手法

（サプレッション）も考えられます。なお、サプレッションを導入する場
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る場合には、その設定において、顧客属性の変化や時間の経過とともに、

本来検知すべきものが検知されないような設定になっていないかなど、

その適切性について定期的に検証することが必要です。 

 

Ⅱ－２（３）（ⅲ）取引モニタリング・フィルタリング 

【対応が求められる事項】② 

制裁対象取引について、リスクに応じて検知するため、以下を含む、取引

フィルタリングに関する適切な体制（Q1）を構築し、整備すること 

イ. 取引の内容（送金先、取引関係者（その実質的支配者を含む）、輸出

入品目等）について照合対象となる制裁リストが最新のものとなってい

るか、及び制裁対象の検知基準がリスクに応じた適切な設定となってい

るか（Q2）を検証するなど、的確な運用を図ること 

ロ. 国際連合安全保障理事会決議等で経済制裁対象者等が指定された

際には、遅滞なく照合する（Q3）など、国内外の制裁に係る法規制等の遵

守その他リスクに応じた必要な措置（Q4）を講ずること 

 

（略） 

 

【Ｑ４】 

「国内外の制裁に係る法規制等の遵守その他リスクに応じた必要な措

置」について、具体的にどのようなことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

国内の制裁については、法令等遵守と同様の対応が必要と考えられ、未

然防止措置を講ずる必要があります。 

国外の制裁に関しては、取引関係者や決済に利用される通貨等を踏ま

合には、その設定において、顧客属性の変化や時間の経過とともに、本来

検知すべきものが検知されないような設定になっていないかなど、その

適切性について定期的に検証することが必要です。 

 

Ⅱ－２（３）（ⅲ）取引モニタリング・フィルタリング 

【対応が求められる事項】② 

制裁対象取引について、リスクに応じて検知するため、以下を含む、取引

フィルタリングに関する適切な体制（Q1）を構築し、整備すること 

イ. 取引の内容（送金先、取引関係者（その実質的支配者を含む）、輸出

入品目等）について照合対象となる制裁リストが最新のものとなってい

るか、及び制裁対象の検知基準がリスクに応じた適切な設定となってい

るか（Q2）を検証するなど、的確な運用を図ること 

ロ. 国際連合安全保障理事会決議等で経済制裁対象者等が指定された

際には、遅滞なく照合する（Q3）など、国内外の制裁に係る法規制等の遵

守その他リスクに応じた必要な措置（Q4）を講ずること 

 

（略） 

 

【Ｑ４】 

「国内外の制裁に係る法規制等の遵守その他リスクに応じた必要な措

置」について、具体的にどのようなことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

国内の制裁については、法令等遵守と同様の対応が必要と考えられ、未

然防止措置を講ずる必要があります。 

国外の制裁に関しては、制裁適用の要件を十分に確認し、必要な対応を
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え制裁適用の要件を十分に確認し、必要な対応を検討することが求めら

れており、金融機関等自らのリスク評価に従い、特に、取引量、営業地域

や経営戦略を踏まえて、適宜適切に未然防止措置を講ずることが考えら

れます。 

なお、国外の制裁については、制裁適用の要件を十分に確認し、必要な

対応を検討することが求められます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅴ）疑わしい取引の届出 

【対応が求められる事項】① 

顧客の属性、取引時の状況その他金融機関等の保有している具体的な情

報を総合的に勘案した上で、疑わしい取引の該当性について適切な検討・

判断が行われる態勢を整備し、法律に基づく義務を履行するほか、届出の

状況等を自らのリスク管理態勢の強化にも必要に応じ活用すること 

 

【Ｑ】 

「法律に基づく義務を履行するほか、届出の状況等を自らのリスク管理

態勢の強化にも必要に応じ活用すること」について、具体的にどのような

ことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

犯収法上求められている疑わしい取引の届出義務の履行及び義務履行

を適切に実施できる態勢整備等のみならず、疑わしい取引の届出を実施

した取引について分析することに加え、金融機関等自らのリスク評価や

取引モニタリングのシナリオ・敷居値に反映できるような情報を抽出し、

検討することが求められており、金融機関等自らのリスク評価に従い、特

に、取引量、営業地域や経営戦略を踏まえて、適宜適切に未然防止措置を

講ずることが考えられます。 

 

なお、国外の制裁については、制裁適用の要件を十分に確認し、必要な

対応を検討することが求められます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅴ）疑わしい取引の届出 

【対応が求められる事項】① 

顧客の属性、取引時の状況その他金融機関等の保有している具体的な情

報を総合的に勘案した上で、疑わしい取引の該当性について適切な検討・

判断が行われる態勢を整備し、法律に基づく義務を履行するほか、届出の

状況等を自らのリスク管理態勢の強化にも必要に応じ活用すること 

 

【Ｑ】 

「法律に基づく義務を履行するほか、届出の状況等を自らのリスク管理

態勢の強化にも必要に応じ活用すること」について、具体的にどのような

ことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

犯収法上求められている疑わしい取引の届出義務の履行及び義務履行

を適切に実施できる態勢整備等のみならず、疑わしい取引の届出を実施

した取引について分析することに加え、金融機関等自らのリスク評価や

取引モニタリングのシナリオ・敷居値に反映できるような情報を抽出し、
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リスク管理態勢の強化に活用することが求められます。 

また、疑わしい取引の検知に際しては、システムによる検知のほか、顧

客から取引の申込を受け付ける職員等の気づきも重要となるため、疑わ

しい取引の届出を実施した取引の分析結果や疑わしい取引の事例等を職

員等に定期的に還元するなどして、職員等が不審・不自然な取引等を検知

し、本部に報告することができるような態勢の構築が必要であるものと

考えます。 

そのほか、検知から届出までの時間の管理及び効率化、誤検知率を低下

させるためのシナリオの見直しや取引モニタリングの有効性の検証等の

取組み等も必要と考えます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅴ）疑わしい取引の届出 

【対応が求められる事項】④ 

既存顧客との継続取引や一見取引等の取引区分に応じて、疑わしい取引

の該当性の確認・判断を適切に行うこと 

 

【Ｑ】 

「取引区分に応じて、疑わしい取引の該当性の確認・判断を適切に行うこ

と」について、具体的にどのようなことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

顧客の商流や取引形態を把握し、取引区分の違いに応じて、疑わしい取

引の該当性を検討し、届出の要否について判断することが求められます。 

例えば、既存顧客が通常利用する店舗とは異なる店舗や、通常 ATM を

リスク管理態勢の強化に活用することが求められます。 

 

 

 

 

 

 

また、検知から届出までの時間の管理及び効率化、誤検知率を低下させ

るためのシナリオの見直しや取引モニタリングの有効性の検証等の取組

み等も含まれます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（３）（ⅴ）疑わしい取引の届出 

【対応が求められる事項】④ 

既存顧客との継続取引や一見取引等の取引区分に応じて、疑わしい取引

の該当性の確認・判断を適切に行うこと 

 

【Ｑ】 

「取引区分に応じて、疑わしい取引の該当性の確認・判断を適切に行うこ

と」について、具体的にどのようなことが求められているのでしょうか。 

【Ａ】 

顧客の商流や取引形態を把握し、取引区分の違いに応じて、疑わしい取

引の該当性を検討し、届出の要否について判断することが求められます。 

例えば、既存顧客が通常利用する店舗とは異なる店舗を利用して取引
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利用する地域とは異なる地域の ATM を利用して取引を行おうとする場合

等、他店取引を行おうとする場合には、当該顧客が通常利用する店舗にお

いて、普段行う取引を行う場合と比べ、リスクが高いと考えられるため、

その理由を十分に確認し、疑わしい取引でないか慎重に検討することが

考えられます。 

こうした対応を実施できるようにするためには、当該顧客の通常利用

する店舗や、通常利用する取引、当該顧客の取引目的については、リスク

ベースで把握することが必要であると考えられます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（４）（ⅰ）海外送金等 

【対応が求められる事項】① 

海外送金等をマネロン・テロ資金供与対策におけるリスクベース・アプロ

ーチの枠組みの下で位置付け、リスクベース・アプローチに基づく必要な

措置を講ずること 

【Ｑ】 

海外送金等における送金人又は受取人の顧客として、真の送金人や受取

人が存在する場合について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

海外送金等における送金人又は受取人の顧客として、送金依頼書等の

依頼人名といった名義上のものではなく、真の送金人や受取人が存在す

ることが判明した場合には、取引時確認等の結果に基づく真の送金人・受

取人のリスクを踏まえた上で、送金人・受取人の属性の調査や取引モニタ

リングを実施するなど、当該リスクに応じた措置を講ずる必要がありま

を行おうとする場合等、他店取引を行おうとする場合には、当該顧客が通

常利用する店舗において、普段行う取引を行う場合と比べ、リスクが高い

と考えられるため、その理由を十分に確認し、疑わしい取引でないか慎重

に検討することが考えられます。 

 

こうした対応を実施できるようにするためには、当該顧客の通常利用

する店舗や、通常利用する取引、当該顧客の取引目的については、リスク

ベースで把握することが必要であると考えられます。 

 

（略） 

 

Ⅱ－２（４）（ⅰ）海外送金等 

【対応が求められる事項】① 

海外送金等をマネロン・テロ資金供与対策におけるリスクベース・アプロ

ーチの枠組みの下で位置付け、リスクベース・アプローチに基づく必要な

措置を講ずること 

【Ｑ】 

海外送金等における送金人又は受取人の顧客として、真の送金人や受取

人が存在する場合について、留意すべき事項を教えてください。 

【Ａ】 

海外送金等における送金人又は受取人の顧客として、送金依頼書等の

依頼人名といった名義上のものではなく、真の送金人や受取人が存在す

ることが判明した場合には、取引時確認等の結果に基づく真の送金人・受

取人のリスクを踏まえた上で、送金人・受取人の属性の調査や取引モニタ

リングを実施するなど、当該リスクに応じた措置を講ずる必要がありま
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す。また、顧客による送金の資金原資が、第三者の資金を基にしている場

合には、当該顧客の業務実態や取引目的等を調査した上で、リスクに応じ

て当該顧客のマネロン・テロ資金供与リスク管理態勢を検証するなど、リ

スクに応じた対応が必要となると考えます。 

 

Ⅱ－２（４）（ⅰ）海外送金等 

【対応が求められる事項】② 

海外送金等のリスクを送金先等の金融機関等が認識できるよう、仕向・中

継金融機関等が、送金人及び受取人の情報を国際的な標準も踏まえて

（Q1）中継・被仕向金融機関等に伝達し、当該金融機関等は、こうした情

報が欠落している場合等にリスクに応じた措置を講ずること（Q2）を検討

すること 

 

【Ｑ１】 

「仕向・中継金融機関等が、送金人及び受取人の情報を国際的な標準も踏

まえて中継・被仕向金融機関等に伝達」とありますが、この「国際的な標

準」について、具体的に教えてください。また、伝達する送金人及び受取

人の情報については、どのようなものが想定されているのでしょうか。 

【Ａ】 

外国送金における「国際的な標準」とは、FATF 勧告等を指しており、

その基準を踏まえて SWIFT 等において、送金人や受取人の情報を適切に

通知する態勢を整えることが重要です。 

送金人の情報については顧客に係る本人特定事項その他の事項であっ

て主務省令で定めるもの（犯収法第 10条及び同法施行規則第 31条）、受

取人の情報については①氏名、名称及び②取引に口座が使用されている

す。 

 

 

 

 

Ⅱ－２（４）（ⅰ）海外送金等 

【対応が求められる事項】② 

海外送金等のリスクを送金先等の金融機関等が認識できるよう、仕向・中

継金融機関等が、送金人及び受取人の情報を国際的な標準も踏まえて中

継・被仕向金融機関等に伝達し、当該金融機関等は、こうした情報が欠落

している場合等にリスクに応じた措置を講ずることを検討すること 

 

 

【Ｑ】 

「仕向・中継金融機関等が、送金人及び受取人の情報を国際的な標準も踏

まえて中継・被仕向金融機関等に伝達」とありますが、この「国際的な標

準」について、具体的に教えてください。また、伝達する送金人及び受取

人の情報については、どのようなものが想定されているのでしょうか。 

【Ａ】 

外国送金における「国際的な標準」とは、FATF 勧告等を指しており、

その基準を踏まえて SWIFT 等において、送金人や受取人の情報を適切に

通知する態勢を整えることが重要です。 

送金人の情報については顧客に係る本人特定事項その他の事項であっ

て主務省令で定めるもの（犯収法第 10条及び同法施行規則第 31条）、受

取人の情報については①氏名、名称及び②取引に口座が使用されている
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場合には当該口座番号、口座が使用されていない場合には取引の追跡が

可能な固有の記号番号を想定しています。 

 

【Ｑ２】 

「送金人及び受取人」の「情報が欠落している場合等にリスクに応じた措

置を講ずること」とありますが、どのような措置が想定されているのでし

ょうか。 

【Ａ】 

 例えば、送金人や受取人の情報が欠落した海外送金等について、取引実

行前に仕向金融機関等に対して、欠落した情報の内容を確認することな

どが考えられます。 

 

（略） 

場合には当該口座番号、口座が使用されていない場合には取引の追跡が

可能な固有の記号番号を想定しています。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 


